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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 
平成26年度
第１四半期連結
累計期間

平成27年度
第１四半期連結
累計期間

平成26年度

 

(自　平成26年
 　　４月１日
 至　平成26年
 　　６月30日)

(自　平成27年
 　　４月１日
 至　平成27年
 　　６月30日)

(自　平成26年
 　　４月１日
 至　平成27年
 　　３月31日)

経常収益 百万円 7,878 8,261 32,248

経常利益 百万円 1,516 1,885 5,702

親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 807 1,303 ――

親会社株主に帰属する当

期純利益
百万円 ―― ―― 3,057

四半期包括利益 百万円 4,065 738 ――

包括利益 百万円 ―― ―― 17,497

純資産額 百万円 98,426 111,822 111,574

総資産額 百万円 1,861,167 1,968,920 1,916,648

１株当たり四半期純利益

金額
円 3.76 6.05 ――

１株当たり当期純利益金

額
円 ―― ―― 14.21

潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額
円 3.75 6.03 ――

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
円 ―― ―― 14.18

自己資本比率 ％ 5.22 5.61 5.75

　（注）１．当行および国内連結子会社の消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

       ２．第１四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４　経理の状況」中、「１　四半期

連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

　     ３．自己資本比率は、((四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末新株予約権－(四半期)期末非支配株主持分)

         を(四半期)期末資産の部の合計で除して算出しております。

　　　　４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当行および当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間においては、該当する経営上の重要な契約等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当行グループ（当行および連

結子会社）が判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間における我が国の経済は、緩やかな回復基調が続いております。各種政策効果の発現

などにより、個人消費には持ち直しの兆しがみられ、雇用情勢や企業収益は改善傾向にあります。

金融情勢につきましては、日本銀行が実施している量的・質的金融緩和の継続や、世界的な低金利政策の影響によ

り、長期金利はおおむね0.3％から0.5％の範囲で推移しました。また、オーバーナイト物金利は、おおむね0.06％

から0.08％の範囲で推移しました。

　このような経済金融情勢の下、当第１四半期連結累計期間の当行グループの業績は以下のとおりとなりました。

　預金は、キャンペーンを実施し魅力的な商品の提供に努めた結果、前連結会計年度末比506億円増加し１兆7,602

億円となりました。貸出金は、取引先の資金ニーズに積極的にお応えするよう努めましたが、資金需要は引き続き

低調に推移した結果、前連結会計年度末比16億円減少し１兆2,590億円となりました。また有価証券は、国債や株

式を中心に前連結会計年度末比116億円増加し5,784億円となりました。

　収益面につきましては、経常収益は、利回り低下による貸出金利息収入の減少を、有価証券利息配当金および役

務取引等収益の増加などによりカバーした結果、前年同四半期連結累計期間比３億83百万円増加し82億61百万円と

なりました。また、経常費用は、営業経費や国債等債券売却損の減少を、その他の業務費用の増加などが上回るこ

とにより、前年同四半期連結累計期間比13百万円増加し63億75百万円となりました。

その結果、経常利益は前年同四半期連結累計期間比３億69百万円増加し18億85百万円となり、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は、前年同四半期連結累計期間比４億96百万円増加し13億３百万円となりました。
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①　国内・国際業務部門別収支

（業績説明）

　資金運用収支は、前年同期比106百万円増加し、5,604百万円の利益計上となりました。役務取引等収支は、

前年同期比205百万円増加し、1,090百万円の利益計上となりました。また、その他業務収支は、前年同期比94

百万円減少し、13百万円の損失計上となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

資金運用収支
前第１四半期連結累計期間 5,165 339 △6 5,498

当第１四半期連結累計期間 5,206 403 △6 5,604

うち資金運用収益
前第１四半期連結累計期間 5,725 402 △42 6,084

当第１四半期連結累計期間 5,660 496 △42 6,114

うち資金調達費用
前第１四半期連結累計期間 559 63 △36 586

当第１四半期連結累計期間 453 92 △35 509

役務取引等収支
前第１四半期連結累計期間 859 26 △0 885

当第１四半期連結累計期間 1,070 19 0 1,090

うち役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 1,360 31 △109 1,283

当第１四半期連結累計期間 1,623 25 △111 1,537

うち役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 500 5 △108 397

当第１四半期連結累計期間 553 5 △111 447

その他業務収支
前第１四半期連結累計期間 256 △128 △46 81

当第１四半期連結累計期間 △334 366 △45 △13

うちその他業務収益
前第１四半期連結累計期間 267 － △46 220

当第１四半期連結累計期間 105 366 △45 426

うちその他業務費用
前第１四半期連結累計期間 10 128 － 139

当第１四半期連結累計期間 439 － － 439

　（注）１．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住

者取引等は国際業務部門に含めております。

２．「相殺消去額」欄の計数は、連結会社間の取引等の相殺消去額であります。

（以下において同じであります。)
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②　国内・国際業務部門別役務取引の状況

（業績説明）

　役務取引等収益は、証券関連業務の手数料収入増加を主な要因として前年同期比254百万円増加し、1,537百

万円となりました。

　また、役務取引等費用は、前年同期比50百万円増加し、447百万円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 1,360 31 △109 1,283

当第１四半期連結累計期間 1,623 25 △111 1,537

うち預金・貸出業務
前第１四半期連結累計期間 398 － △3 394

当第１四半期連結累計期間 427 － △3 423

うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 349 31 △4 376

当第１四半期連結累計期間 343 24 △4 363

うち証券関連業務
前第１四半期連結累計期間 254 － － 254

当第１四半期連結累計期間 428 － － 428

うち代理業務
前第１四半期連結累計期間 253 － － 253

当第１四半期連結累計期間 317 － － 317

うち保護預り・貸金

庫業務

前第１四半期連結累計期間 0 － － 0

当第１四半期連結累計期間 △0 － － △0

うち保証業務
前第１四半期連結累計期間 104 0 △100 4

当第１四半期連結累計期間 106 0 △102 4

役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 500 5 △108 397

当第１四半期連結累計期間 553 5 △111 447

うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 75 5 △4 75

当第１四半期連結累計期間 73 5 △4 75
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③　国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高（末残）

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

預金合計
前第１四半期連結会計期間 1,659,573 12,069 △6,278 1,665,363

当第１四半期連結会計期間 1,756,494 10,973 △7,227 1,760,240

うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 812,196 － △6,278 805,917

当第１四半期連結会計期間 872,766 － △7,227 865,539

うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 840,236 － － 840,236

当第１四半期連結会計期間 875,297 － － 875,297

うちその他
前第１四半期連結会計期間 7,140 12,069 － 19,209

当第１四半期連結会計期間 8,430 10,973 － 19,403

総合計
前第１四半期連結会計期間 1,659,573 12,069 △6,278 1,665,363

当第１四半期連結会計期間 1,756,494 10,973 △7,227 1,760,240

　（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２．定期性預金＝定期預金＋定期積金
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④　国内・特別国際金融取引勘定別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況（末残・構成比）

業種別
 前第１四半期連結会計期間  当第１四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比（％） 金額(百万円) 構成比（％）

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 1,202,470 100.00 1,259,054 100.00

製造業 181,759 15.12 196,878 15.63

農業，林業 1,265 0.11 954 0.08

漁業 1,347 0.11 1,562 0.12

鉱業，採石業，砂利採取業 110 0.01 227 0.02

建設業 79,807 6.64 88,605 7.04

電気・ガス・熱供給・水道業 22,192 1.85 23,801 1.89

情報通信業 7,389 0.61 6,799 0.54

運輸業，郵便業 49,347 4.10 51,130 4.06

卸売業，小売業 199,336 16.58 207,610 16.49

金融業，保険業 69,240 5.76 68,563 5.45

不動産業，物品賃貸業 199,133 16.56 207,187 16.45

宿泊業，飲食サービス業 16,612 1.38 16,977 1.35

生活関連サービス業，娯楽業 20,077 1.67 19,119 1.52

医療，福祉 26,613 2.21 27,551 2.19

サービス業（他に分類されないもの） 38,032 3.16 43,450 3.45

地方公共団体 14,900 1.24 14,391 1.14

その他 275,300 22.89 284,242 22.58

特別国際金融取引勘定分 － － － －

政府等 － － － －

金融機関 － － － －

その他 － － － －

合計 1,202,470 ―― 1,259,054 ――

　（注）「国内」とは、当行および連結子会社であります。

 

(2）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当行グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 500,000,000

計 500,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 217,459,581 同左

東京証券取引所

市場第一部

名古屋証券取引所

市場第一部

単元株式数は

1,000株であり

ます。

計 217,459,581 同左 ─── ───

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
― 217,459 ― 31,844 ― 23,184

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿が確定していないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － ───  

議決権制限株式（自己株式等） － ───  

議決権制限株式（その他） － －  

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

　　普通株式
924,000 ───

単元株式数は1,000株で

あります。

完全議決権株式（その他） 　普通株式 215,087,000 215,087 同上

単元未満株式 　普通株式 1,448,581 ───
一単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 217,459,581 ─── ───

総株主の議決権 ─── 215,087 ───

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社中京銀行

名古屋市中区栄三丁目33

番13号
924,000 － 924,000 0.42

計 ── 924,000 － 924,000 0.42

　（注） 当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は931,744株であります。また、このほか「従業員持株ＥＳＯＰ

信託」導入に伴い設定された従業員持株ＥＳＯＰ信託口が所有する当行株式1,002,000株を四半期連結財務諸表

上、自己株式として処理しております。

 

 

 

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】
１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産および負債の分類ならびに収益および費用の分類は、「銀行法施行

規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

 

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自平成27年４月１日　至

平成27年６月30日）および第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

現金預け金 58,020 100,301

商品有価証券 195 159

有価証券 ※２ 566,843 ※２ 578,474

貸出金 ※１ 1,260,725 ※１ 1,259,054

外国為替 6,120 6,255

その他資産 10,431 11,141

有形固定資産 21,290 20,382

無形固定資産 3,592 3,463

繰延税金資産 605 581

支払承諾見返 6,075 6,073

貸倒引当金 △17,251 △16,967

資産の部合計 1,916,648 1,968,920

負債の部   

預金 1,709,579 1,760,240

コールマネー及び売渡手形 15,000 －

借用金 13,807 30,035

外国為替 13 1

社債 20,000 20,000

その他負債 24,245 25,561

賞与引当金 748 392

退職給付に係る負債 3,882 3,687

睡眠預金払戻損失引当金 396 375

偶発損失引当金 769 691

繰延税金負債 7,574 7,173

再評価に係る繰延税金負債 2,982 2,864

支払承諾 6,075 6,073

負債の部合計 1,805,073 1,857,097

純資産の部   

資本金 31,844 31,844

資本剰余金 23,184 23,184

利益剰余金 21,635 22,561

自己株式 △542 △503

株主資本合計 76,122 77,086

その他有価証券評価差額金 28,987 28,363

繰延ヘッジ損益 △267 △251

土地再評価差額金 5,562 5,399

退職給付に係る調整累計額 △71 △44

その他の包括利益累計額合計 34,211 33,467

新株予約権 93 107

非支配株主持分 1,147 1,161

純資産の部合計 111,574 111,822

負債及び純資産の部合計 1,916,648 1,968,920
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

経常収益 7,878 8,261

資金運用収益 6,084 6,114

（うち貸出金利息） 4,170 3,871

（うち有価証券利息配当金） 1,851 2,207

役務取引等収益 1,283 1,537

その他業務収益 220 426

その他経常収益 ※１ 290 ※１ 182

経常費用 6,362 6,375

資金調達費用 586 509

（うち預金利息） 392 346

役務取引等費用 397 447

その他業務費用 139 439

営業経費 4,972 4,896

その他経常費用 266 81

経常利益 1,516 1,885

特別利益 － 156

固定資産処分益 － 156

特別損失 103 192

固定資産処分損 3 4

減損損失 100 187

税金等調整前四半期純利益 1,412 1,849

法人税、住民税及び事業税 118 673

法人税等調整額 463 △143

法人税等合計 582 530

四半期純利益 830 1,318

非支配株主に帰属する四半期純利益 22 14

親会社株主に帰属する四半期純利益 807 1,303
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 830 1,318

その他の包括利益 3,235 △580

その他有価証券評価差額金 3,231 △618

繰延ヘッジ損益 △73 16

退職給付に係る調整額 75 26

持分法適用会社に対する持分相当額 1 △4

四半期包括利益 4,065 738

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,042 723

非支配株主に係る四半期包括利益 23 15
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「企業結合に関する会計基準」等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）、および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下

「事業分離等会計基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の

子会社に対する当行の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連

結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施

される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する

四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表

示の変更および少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映さ

せるため、前第１四半期連結累計期間および前連結会計年度については、四半期連結財務諸表および連結財務

諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-２項（４）、連結会計基準第44-５項（４）

および事業分離等会計基準第57-４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期

間の期首時点から将来にわたって適用しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

（追加情報）

（従業員持株ＥＳＯＰ信託）

　当行は平成24年２月７日開催の取締役会決議に基づいて、「従業員持株ＥＳＯＰ信託」（以下、「ＥＳＯＰ

信託」という。）を導入し、同年３月９日に信託契約を締結いたしました。

　ＥＳＯＰ信託による当行株式の取得・処分については、当行がＥＳＯＰ信託の債務を保証しており、経済的

実態を重視し、当行とＥＳＯＰ信託は一体であるとする会計処理を行っております。従って、ＥＳＯＰ信託が

所有する当行株式については、四半期連結貸借対照表において自己株式として処理しております。また、ＥＳ

ＯＰ信託の資産および負債ならびに費用については、四半期連結貸借対照表および四半期連結損益計算書に含

めて計上しております。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用）

　当行は、当行の成長を支える従業員に対する福利厚生制度をより一層充実させるとともに、株価上昇へのイ

ンセンティブを付与することにより、当行の業績や株式価値に対する従業員の意識を更に高め、中長期的な企

業価値の向上を図ることを目的に、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ＥＳＯＰ信託」（以下、「Ｅ

ＳＯＰ信託」という。）を導入しております。

　ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考に、従業員持株会の仕

組みを応用した信託型の従業員インセンティブ・プランであり、当行株式を活用した従業員の財産形成を促進

する貯蓄制度の拡充（福利厚生制度の拡充）を図る目的を有するものをいいます。

 

　１．取引の概要

当行が「中京銀行従業員持株会」（以下、「当行持株会」という。）に加入する従業員のうち一定の要

件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は設定から５年間にわたり当行持株会が取得する

と見込まれる数の当行株式を一括して取得いたします。その後、当該信託は当行株式を毎月一定日に当行

持株会に売却いたします。当該信託は、保有する当行株式の議決権を、当行持株会の議決権割合に応じて

行使いたします。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠出割

合に応じて金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、

金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当行が株式取得資金を借入れした銀行に対して一括して弁済する

ため、従業員の追加負担はありません。
 

　２．信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計基準

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号

平成27年３月26日）第20項を適用し、従来採用していた方法を継続しております。
 

　３．信託が保有する自社の株式に関する事項

信託が保有する当行株式の信託における帳簿価額は、前連結会計年度末263百万円、当第１四半期連結会

計期間末222百万円で、株主資本において自己株式として計上しております。また、当該株式の期末株式数

は、前連結会計年度末1,183千株、当第１四半期連結会計期間末1,002千株、期中平均株式数は前第１四半

期連結累計期間1,857千株、当第１四半期連結累計期間1,126千株であり、１株当たり情報の算定上、控除

する自己株式に含めております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

破綻先債権額 3,237百万円 3,464百万円

延滞債権額 38,243百万円 36,562百万円

３か月以上延滞債権額 38百万円 55百万円

貸出条件緩和債権額 9,324百万円 9,018百万円

合計額 50,844百万円 49,101百万円

 

　　　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

※２．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額

前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間

（平成27年６月30日）

6,130百万円 6,134百万円

 

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 
 

前第１四半期連結累計期間
　　（自　平成26年４月１日
　　　至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
　　（自　平成27年４月１日
　　　至　平成27年６月30日）

貸倒引当金戻入益 165百万円 19百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 294百万円 317百万円
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（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

 

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 536 2.50 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

　（注）ＥＳＯＰ信託は、四半期連結貸借対照表上自己株式として表示しているため、それに係る配当金（4百万円）は

平成26年６月27日定時株主総会決議の配当金の総額536百万円には含んでおりません。

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

 

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 538 2.50 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

　（注）ＥＳＯＰ信託は、四半期連結貸借対照表上自己株式として表示しているため、それに係る配当金（２百万円）は

平成27年６月26日定時株主総会決議の配当金の総額538百万円には含んでおりません。

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（有価証券関係）

その他有価証券

　前連結会計年度（平成27年３月31日）

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 20,575 43,358 22,783

債券 341,793 349,212 7,418

国債 226,109 231,088 4,978

地方債 43,878 45,081 1,203

社債 71,806 73,042 1,235

その他 158,097 168,899 10,801

合計 520,466 561,470 41,004

 

　当第１四半期連結会計期間（平成27年６月30日）

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 21,552 46,139 24,587

債券 355,427 362,561 7,134

国債 235,880 240,742 4,861

地方債 45,328 46,460 1,132

社債 74,218 75,358 1,139

その他 156,098 164,390 8,292

合計 533,078 573,092 40,013

（注）１．上表には、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は含めておりません。

２．四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）は、当第１四半期連結会計期間（連結会計年度）末

日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて30％以上下落し、概ね１

年以内に時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められるもの以外のもの、および信用リスク（自己査

定における債務者区分、外部格付等）に起因して時価が著しく下落したものについては、当該時価をもって四

半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第１四半期連結累計期間

（連結会計年度）の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

　　前連結会計年度における減損処理額は154百万円（うち債券154百万円）であります。

　　当第１四半期連結累計期間における減損処理額はありません。
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（デリバティブ取引関係）

（1）金利関連取引

　前連結会計年度（平成27年３月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

金利先物 － － －

金利オプション － － －

店頭

金利先渡契約 － － －

金利スワップ 349 △5 △5

金利オプション － － －

その他 － － －

 合計 ――――― △5 △5

　（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第24号）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いてお

ります。

 

　当第１四半期連結会計期間（平成27年６月30日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

金利先物 － － －

金利オプション － － －

店頭

金利先渡契約 － － －

金利スワップ 341 △4 △4

金利オプション － － －

その他 － － －

 合計 ――――― △4 △4

　（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第24号）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いてお

ります。
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（2）通貨関連取引

　前連結会計年度（平成27年３月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

通貨先物 － － －

通貨オプション － － －

店頭

通貨スワップ 17,236 △18 △18

為替予約 68,900 △632 △632

通貨オプション － － －

その他 － － －

 合計 ――――― △651 △651

　（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等および外貨建金銭債権

債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、または当該外

貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

 

　当第１四半期連結会計期間（平成27年６月30日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

通貨先物 － － －

通貨オプション － － －

店頭

通貨スワップ 22,083 △47 △47

為替予約 66,533 △800 △800

通貨オプション － － －

その他 － － －

 合計 ――――― △848 △848

　（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等および外貨建金銭債権

債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映されているもの、または

当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額および算

定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額  円 3.76 6.05

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 807 1,303

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 807 1,303

普通株式の期中平均株式数 千株 214,684 215,405

    

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額
 円 3.75 6.03

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益

調整額
百万円 － －

普通株式増加数 千株 349 636

（うち新株予約権） 千株 349 636

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式で、前連結会計年度末

から重要な変動があったものの概要

 － －

（注）　１株当たりの四半期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に用いられた普通

株式の期中平均株式数については、自己名義所有株式分を控除する他、ＥＳＯＰ信託が所有する自己株式（前

第１四半期連結累計期間1,857千株、当第１四半期連結累計期間1,126千株）を控除し算定しております。

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成27年８月６日

株式会社中京銀行  

 

取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松井　夏樹　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 瀧沢　宏光　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社中京

銀行の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２７年４月１

日から平成２７年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年６月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中京銀行及び連結子会社の平成２７年６月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

　(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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